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研究論文 
A Study on the Judgment of Callable Nature in Tax Effect Accounting 
 
井 上 行 忠 
 Yukitada INOUE 
 
＜要 約＞ 
税効果会計は、本来、連結財務諸表だけでなく個別財務諸表においても適用されるべきで
あるとし、会社法（旧商法）との調整が要請され、1998 年 10 月に企業会計審議会は「税効
果会計に係る会計基準」（以下、「税効果基準」という）を公表した。「税効果基準」では、個
別財務諸表へ税効果会計を適用し、個別財務諸表、連結財務諸表、中間財務諸表を含めて「財
務諸表」と総称し、これらに対して税効果会計を適用することを明らかにした。 
繰延税金資産は、翌期以降に法人税等を納付する可能性のない場合は、回収可能性がない
と判断される。したがって、繰延税金資産は資産性を欠くものとして、法人税等調整額の計
上が認められず貸借対照表に計上することができない。将来減算一時差異等に係る繰延税金
資産から控除する金額の決定にあたり、繰延税金資産の回収可能性の判断は最重要事項であ
る。要件を満たしたときに、繰延税金資産は回収可能と判断され資産として計上される。回
収可能性の判断は、⑴ 収益力に基づく課税所得の十分性、⑵ タックスプランニングの存在、
⑶ 将来加算一時差異の十分性の三つの要件のいずれかを満たしているかにより判断される。
当該判断要件には、税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産についても適用される。本稿は、
税効果会計における繰延税金資産の回収可能性の判断要件について問題点を提起し、今後
IFRS の導入による影響を検討した。 
 
＜キーワード＞ 
繰延税金資産・負債、回収可能性の判断要件、将来加算一時差異、将来減算一時差異、 
繰越欠損金、スケジューリング、課税所得の十分性、タックスプランニング、 
繰戻・繰越期間 
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Ⅰ はじめに 
 
税効果会計は、企業会計上と税法会計上とで計算した法人税等の額に差異が生じる場合に、
法人税等を控除する前の当期純利益と法人税等の額を合理的に対応させることを目的とする。
これは、企業会計上の法人税等の課税所得の計算は、確定決算主義に基づき、企業会計上の
利益に税務上の申告調整を行って課税所得を算定することに起因する。通常、企業会計と税
法会計は当該目的を異にすることから、収益・費用と益金・損金との間に認識時点の相違や
資産・負債の額に相違が生じる。そのため、企業会計上の税引前当期純利益と法人税等の課
税所得の金額は一致しない。この場合、法人税等の額が税引前当期純利益と期間的に対応せ
ず、また将来の法人税等の納付額に対する影響が示されないことになる 1)。 
税効果会計を適用することにより、貸借対照表に繰延税金資産と繰延税金負債が計上され
る。また、法人税等調整額が税効果会計の適用による法人税等の調整額として損益計算書に
計上される。繰延税金資産は、法人税等の前払額に相当し、繰延税金負債は、法人税等の未
払額に相当する。繰延税金資産は、将来の法人税等の支払額を減額する効果を有するため資
産として、また、繰延税金負債は、将来の法人税等の支払額を増額する効果を有するため負
債としての性格を有する。繰延税金資産および繰延税金負債の計上方法については、将来の
会計期間において回収または支払が見込まれない税金の額を除き、繰延税金資産または繰延
税金負債として計上し、繰延税金資産については、将来の回収見込みについて毎期見直しを
行わなければならない（税効果会計に係る会計基準、第二・二）。繰延税金資産の計上は、
将来減算一時差異が解消されるときに課税所得を減少させ、税金負担額を軽減することがで
きると認められる範囲内で計上される。当該範囲を超える額については控除することになる
（税効果会計に係る会計基準注解、注 5）。 
繰延税金資産は、翌期以降の法人税等を納付する可能性がない場合は、回収可能性がない
と判断され、繰延税金資産は資産性を欠くものとして取り扱われ、法人税等調整額の計上は
認められず、貸借対照表に計上することができない。したがって、繰延税金資産の回収可能
性の判断は重要な課題となる 2)。 
将来減算一時差異等に係る繰延税金資産から控除する金額の決定にあたり、繰延税金資産
の回収可能性の判断は最重要事項である。当該要件を満たしたときに、繰延税金資産は回収
可能と判断され資産として計上される。回収可能性の判断は、⑴ 収益力に基づく課税所得の
十分性、⑵ タックスプランニングの存在、⑶ 将来加算一時差異の十分性の三つの要件のい
ずれかを満たしているかどうかにより判断される。当該判断要件には、税務上の繰越欠損金
に係る繰延税金資産についても適用される。 
本稿は、税効果会計における繰延税金資産の回収可能性について、判断要件および判断の
具体的手順についてスケジューリング事例を提示し、回収可能性の判断に関する問題提起を
行い今後の留意点について考察を行う。 
税効果会計における回収可能性の判断に関する一考察  井上 行忠  5 
Ⅱ 回収可能性の判断（収益力に基づく課税所得の十分性） 
 
(1) 収益力に基づく課税所得の十分性による判断 
繰延税金資産は、将来、企業が事業活動を行い課税所得が生じ税額が発生し、当該税額の
発生と将来減算一時差異および繰越欠損金等の税効果が相殺されることにより回収される。
したがって、将来減算一時差異および繰越欠損金等が解消されるときに、課税所得が見込め
ないときは、繰延税金資産の回収可能性は否定される。将来減算一時差異の解消年度および
解消年度を基準として税務上認められる欠損金の繰戻しおよび繰越しが可能な期間に、課税
所得が発生する可能性が高いと見込まれることであり、税務上の繰越欠損金の繰越期間に、
課税所得が発生する可能性が高いと見込まれることである。当該可能性の判断には、過年度
の納税状況および将来の業績予測等を総合的に勘案し、課税所得の額を合理的に見積もるこ
とが要求される（会計制度委員会報告第 10 号、個別財務諸表における税効果会計に関する実
務指針、21.⑴）3)。 
 
(2) 会社の区分の決定 
将来減算一時差異および繰越欠損金等に係る繰延税金資産の回収可能性は、多くの場合将
来の年度の会社の収益力に基づく課税所得によって判断される。しかし、将来年度の会社の
収益力を客観的に判断することは困難であるため、判断基準を過去の業績等の状況に基づい
て、将来年度の課税所得の見積額による繰延税金資産の回収可能性の判断の指針が示されて
いる。監査委員会報告第 66 号（繰延税金資産の回収可能性の判断に関する監査上の取扱い）
によると、下記の会社の区分に応じた取り扱いとなる。ただし、会社の区分に直接該当しな
い場合でも、会社の区分の趣旨を斟酌し、会社の実態に応じて、会社の区分に準じた判断を
行うことになる。会社の区分には、①期末における将来減算一時差異を十分に上回る課税所
得を毎期計上している会社等、②業績は安定しているが、期末における将来減算一時差異を
十分に上回るほどの課税所得がない会社等、③業績が不安定であり、期末における将来減算
一時差異を十分に上回るほどの課税所得がない会社等、④重要な税務上の繰越欠損金が存在
する会社等、⑤過去連続して重要な税務上の欠損金を計上している会社等、繰延税金資産の
回収可能性を過去の業績等に基づいて行う会社等を上記①から⑤の 5 種類に分類した判断指
針が設けられている。以下、①から⑤の会社等について、繰延税金資産の回収可能性の判断
基準について考察を行う。 
①の会社は、期末における将来減算一時差異を十分に上回る課税所得を毎期（当期および
おおむね過去 3 年間）計上している会社等であり、その経営環境に著しい変化がない場合に
は、将来においても一定の水準の課税所得を発生させることが可能であると予測できるため、
繰延税金資産の全額について、その回収可能性があると判断される。 
 ②の会社は、業績は安定しているが、期末における将来減算一時差異を十分に上回るほど
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の課税所得がない会社等であり、当期およびおおむね過去 3 年間連続して経常的に利益を計
上している会社の場合は、一時差異等のスケジューリングの結果に基づき、それに係る繰延
税金資産を計上している場合には、当該繰延税金資産は回収可能性があると判断される。 
③の会社は、業績が不安定であり、期末における将来減算一時差異を十分に上回るほどの
課税所得がない会社等である。当該会社は、通常、過去の業績等により長期にわたり安定的
な課税所得の発生を予測することができない。したがって、将来の合理的な見積可能期間（お
おむね 5 年間）内の課税所得の見積額を限度として、当該期間内の一時差異等のスケジュー
リングの結果に基づき、それに係る繰延税金資産を計上している場合には、当該繰延税金資
産は回収可能性があると判断される。 
④の会社は、重要な税務上の繰越欠損金が存在する会社等であり、過去（おおむね 3 年以
内）に重要な税務上の欠損金の繰越期限切れとなった事実があるか、または当期末において
重要な税務上の欠損金の繰越期限切れが見込まれる会社である。また、過去の経常的な利益
水準を大きく上回る将来減算一時差異等が期末に存在し、翌期末において重要な税務上の繰
越欠損金の発生が見込まれる場合には、期末に重要な税務上の繰越欠損金が存在する会社と
同様に取り扱われる。当該会社は、将来の課税所得の発生を合理的に見積もることは困難と
されるため、原則として翌期に課税所得の発生が確実に見込まれる場合で、かつその範囲内
で翌期の一時差異等のスケジューリングの結果に基づき、それに係る繰延税金資産を計上し
ている場合には、当該繰延税金資産は回収可能性があると判断される。 
ただし、将来減算一時差異等が事業のリストラクチャリングや法令等の改正等による非経
常的な特別の原因により発生したものであり、当該事例を除けば課税所得を毎期計上してい
る会社の場合には、将来の合理的な見積可能期間（おおむね 5 年間）内の課税所得の見積額
を限度として、当該期間内の一時差異等のスケジューリングの結果に基づき、それに係る繰
延税金資産を計上している場合には、当該繰延税金資産は回収可能性があると判断される。 
⑤の会社は、過去（おおむね 3 年以上）連続して重要な税務上の欠損金を計上している会
社等であり、かつ、当期も重要な税務上の欠損金の計上が見込まれる会社の場合は、原則と
して将来減算一時差異および税務上の繰越欠損金等に係る繰延税金資産の回収可能性はない
ものと判断される。また、債務超過の状況にある会社や資本の欠損の状況が長期にわたって
いる会社で、かつ短期間に当該状況の解消が見込まれない場合も繰延税金資産の回収可能性
はないものと判断される。 
 上記③の会社と④のただし書きの会社は、回収可能性の判断は同様に扱われている。当該
④に該当する会社と④のただし書きの会社の相違点は、スケジューリングの期間が④に該当
する会社は、翌期に課税所得の発生が確実に見込まれる場合であり、④のただし書きの会社
では、将来の合理的な見積可能期間（おおむね 5 年間）内の課税所得の見積額である。④の
ただし書きの当該会社は、非経常的な特別の原因により発生した「事業のリストラクチャリ
ング」等が該当する。当該「事業のリストラクチャリング」が発生したことを明らかにする
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ためには、リストラクチャリングの計画、結果を示す資料が必要であり、リストラクチャリ
ングの事実を証明することが重要となる。しかし、リストラクチャリングが数期間にわたる
場合には、計上された損失が非経常的なものであるかどうかの判断は極めて難しいものと考
えられる 4)。 
 上記、⑤の会社は、過去（おおむね 3 年以上）連続して重要な税務上の欠損金を計上して
いる会社等であり、財政状態が著しく悪化しており、繰延税金資産の回収可能性の判断は、
あくまで継続企業を前提としているため除かれたと考えられる。 
 また、将来解消見込年度が長期にわたる将来減算一時差異の取り扱いにおいて、退職給付
引当金や建物の減価償却超過額に係る将来減算一時差異が含まれる。これらは、企業が継続
する限り、長期にわたるが将来解消され、将来の税金負担額を軽減する効果を有するとされ
ている。当該③および④のただし書きの会社にあっては、退職給付引当金について 5 年間（合
理的な見積可能期間）のスケジューリングを行った上で、当該期間を超えた年度であっても、
最終解消年度までに解消されると見込まれる繰延税金資産については、回収可能性があると
判断される（日本公認会計士協会 個別財務諸表における税効果会計に関する Q&A Q1）。 
 ここに、収益力に基づく課税所得の十分性に基づいて、繰延税金資産の回収可能性を判断
し計上する場合は、会社において将来の業績予測が作成されなければならない。当該業績予
測の内容は、原則として取締役会や常務会等の承認を得たものでなければならない。将来の
課税所得の合理的な見積可能期間（おおむね 5 年間）は、個々の会社の業績予測期間を経営
環境等に勘案した結果、5 年以内のより短い期間とする場合がある（監査委員会報告第 66 号 
繰延税金資産の回収可能性の判断に関する監査上の取扱い 5.⑶）。 
 
Ⅲ 回収可能性の判断（タックスプランニングの存在と将来加算一時差異の十分性） 
 
(1) タックスプランニングの存在 
繰延税金資産の回収可能性の判断要件として、タックスプランニングに基づいて判断する
場合は、資産の含み益の実現可能性を判断することになる。ここに、タックスプランニング
の実現可能性の前提は、将来減算一時差異の解消年度および繰戻・繰越期間または繰越期間
に含み益のある固定資産または有価証券を売却する等、課税所得を発生させるようなタック
スプランニングが存在することが要求される。 
 資産の含み益の実現可能性を判断するには、 ⑴ 当該資産の売却等に係る会社としての意
思決定の有無および実行可能性、並びに ⑵ 売却される当該資産の含み益に係る金額の妥当
性を検討することになる。繰延税金資産の回収可能性の判断要件として、タックスプランニ
ングに基づいた課税所得の発生見込額を将来の課税所得の見込額に織り込み、繰延税金資産
の回収可能性を判断する会社については、上記Ⅱ章「会社の区分：①から⑤」に対応し、以
下のように取り扱われる。 
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 ①の会社で、期末における将来減算一時差異を十分に上回る課税所得を毎期（当期および
おおむね過去 3 年間）計上している会社等は、タックスプランニングに基づいた課税所得の
発生見込額を将来の課税所得の見込額に織り込んで繰延税金資産の回収可能性を判断する必
要はない。 
 ②の会社で、業績は安定しているが、期末における将来減算一時差異を十分に上回るほど
の課税所得がない会社等は、(ア)資産の売却等に係る意思決定が、取締役会等で承認された
事業計画や方針等で明確となっており、かつ、資産の売却等に経済的合理性があり、実行可
能である場合および(イ)売却される資産の含み益等に係る金額が、契約等で確定している場
合または契約等で確定していない場合でも、有価証券については期末の時価、不動産につい
ては期末前おおよそ 1 年以内の不動産鑑定評価額等の公正な時価によっている場合は、タッ
クスプランニングに基づいた課税所得の発生見込額を将来の課税所得の見積額に織り込むこ
とができる。 
 ③の会社で、業績が不安定であり、期末における将来減算一時差異を十分に上回るほどの
課税所得がない会社等は、(ア)将来の合理的な見積可能期間（おおむね 5 年間）内に資産の
売却等を行うという意思決定が取締役会等で承認された事業計画や方針等で明確となってお
り、かつ、資産の売却等に経済的合理性があり、実行可能である場合、および(イ)上記②(イ)
と同様の場合には、タックスプランニングに基づいた課税所得の発生見込額を、将来の合理
的な見積可能期間（おおむね 5 年間）内の課税所得の見積額に織り込むことができる。 
 ④の会社で、重要な税務上の繰越欠損金が存在する会社等は、(ア)売却等に係る意思決定
が、取締役会等の承認、決裁権限者による決済または契約等で明確となっており、確実に実
行されると見込まれる場合、および(イ)上記②(イ)と同様の場合には、タックスプランニン
グに基づいた課税所得の発生見込額を、翌期の課税所得の見積額に織り込むことができる。
ただし、重要な税務上の繰越欠損金等が非経常的な特別の原因により発生したものであり、
それを除けば課税所得を毎期計上している会社の場合には、上記③と同様の取り扱いとなる。 
 ⑤の会社で、過去連続して重要な税務上の欠損金を計上している会社等は、原則として、
繰延税金資産の回収可能性をタックスプランニングに基づいて判断することはできない。た
だし、税務上の繰越欠損金を十分に上回る資産の含み益等を有しており、かつ上記④の(ア)
と(イ)を満たす場合にのみ、タックスプランニングに基づいた課税所得の発生見込額を、翌
期の課税所得の見積額に織り込むことができる（監査委員会報告第 66 号 繰延税金資産の回
収可能性の判断に関する監査上の取扱い 6.）。 
 ここに、タックスプランニングとは、繰越欠損金の繰越期間が切れる時期を勘案して、土
地等の売却益（含み益）の計上時期を取締役会等で正式に決定していることである。また、
タックスプランニングの実現可能性の判断と、将来の課税所得の見積りの合理性を判断する
ためには、取締役会議事録等の資料が必要となる。しかし、土地等の売却益（含み益）を有
している固定資産等は、会社の都合により売却が即時にできるとは限らないことに留意する
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必要がある 5)。 
 
(2) 将来加算一時差異の十分性 
 将来加算一時差異に係る税効果の認識は、将来減算一時差異の解消年度および繰戻・繰越
期間に将来加算一時差異の解消が見込まれることである。また、税務上の繰越欠損金に係る
税効果の認識は、繰越期間に税務上の繰越欠損金と相殺される将来加算一時差異の解消が見
込まれる場合には、繰延税金資産は回収可能と判断され資産として計上される。ここに、将
来加算一時差異の十分性とは、将来加算一時差異が決算期末現在に十分に存在することによ
り、将来、将来減算一時差異と相殺できることを意味し、繰延税金負債との関係に着目した
将来加算一時差異との相殺に関する要件である。繰延税金負債は、支払可能性は考慮せず、
すべての将来加算一時差異に対して繰延税金負債を原則計上する。したがって、将来減算一
時差異の相殺対象となる将来加算一時差異が存在する範囲内で、繰延税金資産は回収可能性
があると判断される 6)。ここに、将来の課税所得の見積りに関する当該課税所得とは、当期
末に存在する将来加算（減算）一時差異のうち、解消が見込まれる各年度の解消額を加算（減
算）する前および当期末に存在する税務上の繰越欠損金を控除する前の繰越期間の各年度の
所得見積額である。 
 
Ⅳ 国際財務報告基準における回収可能性の判断 
 
国際財務報告基準(International Financial Reporting Standards：IFRS、以下、「IFRS」という) 
の税金関連の規定は、国際会計基準委員会（International Accounting Standards Committee：
IASC）により作成された、国際会計基準（International Accounting Standards：IAS、以下、「IAS」
という）、IAS 第 12 号、法人所得税（Income Taxes：以下、「IAS12」という）により、回収
可能性の判断が行われる。 
IAS12 では、繰延税金資産は、将来減算一時差異を利用できる課税所得が生ずる可能性が 
高い範囲内で、全ての将来減算一時差異について認識しなければならない。ただし、繰延税
金資産が以下①および②から生ずる場合は除かれる。①企業結合でない取引で、かつ、②取
引時に会計上の利益にも課税所得（欠損金）にも影響しない取引に該当するもの。 
また、繰延税金資産の回収可能性においては、将来減算一時差異の解消により、将来の課
税所得計算上の損金に算入される。したがって、将来減算一時差異を使用するだけの課税所
得を得られる可能性が高い場合にのみ繰延税金資産を認識する。ここに、繰延税金資産の回
収可能性の判断は、①十分な将来加算一時差異の存在、②十分な課税所得の存在、③タック
スプランニングの存在、により検討することになる。上記①においては、十分な将来加算一
時差異があり、(a)将来減算一時差異が解消される期と同じ期または(b)繰延税金資産により
発生する税務上の欠損金の繰戻しまたは繰越しが可能な期に解消する場合は、将来減算一時
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差異を使用するだけの課税所得を得られる可能性は高いと判断され、繰延税金資産の回収可
能性を認識できる。上記②においては、十分な将来加算一時差異がない場合でも、(a)将来減
算一時差異が解消される同じ期、または繰延税金資産により生ずる税務上の欠損金の繰戻し
または繰越し可能な期に、企業が十分な課税所得を稼得する可能性が高い場合には、繰延税
金資産の回収可能性は認識される。上記③においては、適切な期に課税所得を発生させるタ
ックスプランニングの実行が企業にとって可能である場合は、繰延税金資産の回収可能性は
認識される。タックスプランニングの実行とは、税務上の繰越欠損金または繰越税額控除の
期限到来前に、特定の期に課税所得を創出または増加させることである。 
 また、税務上の繰越欠損金および繰越税額控除に関しては、将来その使用対象となる課税
所得が稼得される可能性が高い範囲内で、繰延税金資産を認識することになる。当該繰延税
金資産の回収可能性の判断要件は、将来減算一時差異と同じである。しかし、繰越欠損金の
存在は、課税所得を稼得できない可能性の証拠となる。したがって、(a)同一の税務当局の区
域内で同一の納税企業体に、税務上の繰越欠損金または繰越税額控除の繰越期限内に使用対
象となる課税所得をもたらすのに十分な将来加算一時差異を当該企業が有しているか否か、
(b)税務上の繰越欠損金または繰越税額控除の繰越期限内に、当該企業が課税所得を稼得する
か否か、(c)税務上の繰越欠損金は再発しそうもない特定の原因によって発生したものである
か否か、(d)税務上の繰越欠損金または繰越税額控除の繰越期限内に課税所得を発生させるタ
ックスプランニングの実行が可能であるか否かの範囲内でのみ繰延税金資産の回収可能性は
認識される 7)。 
 IAS12 における、繰延税金資産の回収可能性の判断は、上記①から③に基づいて判断され、
将来課税所得の見積りに基づいて税金減額の可能性を判断する。これは、日本基準とも基本
的には相違はない。しかし、日本基準では、将来年度の課税所得の見積りを行う場合、会社
の区分を①から⑤に分類し、数値基準に基づいて判断することを規定している。IAS12 には、
日本基準における会社の区分や数値基準は示されていない。また、IAS12 では、税金の減額
効果が見込めるだけの課税所得が得られる時にのみ繰延税金資産の回収可能性が認識される。
しかし、日本基準では、繰延税金資産を全額認識し、回収可能性がないと判断された金額を
控除する方法である。したがって、日本基準は、回収可能性の判断基準、会社の区分または
スケジューリングに関する規定が存在する。しかし、IAS12 は、日本基準のような詳細な規
定はなく、回収可能性が高いか否かに基づいて判断が行われる。 
 
Ⅴ 回収可能性の判断要件の具体的適用手続き 
 
 繰延税金資産の回収可能性の判断における要件は、⑴ 収益力に基づく課税所得の十分性、
⑵ タックスプランニングの存在、⑶ 将来加算一時差異の十分性であり、必要な要件を網羅
しているが、企業を取り巻く環境は多様であり、個々の具体的な状況に応じて個別に判断し
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ていくために具体的な適用手順が必要となる。判断要件の具体的適用手順は、下記、①から
⑤の手順により回収可能な金額を見積もることになる。 
手順①は、将来における将来減算一時差異がいつ解消するかを予想する将来解消見込年度
のスケジューリングが必要となる。当期末における将来減算一時差異は、将来解消されたと
きに税務申告上損金になることを意味する。この損金算入額が課税所得と相殺でき、納付す
べき税金が減額されれば当該将来減算一時差異に係る繰延税金資産は回収されることになる。 
手順②は、上記手順①の当期末の将来減算一時差異のうち将来解消される金額が当期末の
将来加算一時差異の解消額と相殺されれば、当期末に存在した将来減算一時差異に係る繰延
税金資産は回収されたことになる。したがって、将来における将来加算一時差異がいつ解消
するかを予想する将来解消見込年度のスケジューリングが必要となる。その結果、将来減算
一時差異の解消見込額と将来加算一時差異の解消見込額とを解消見込年度ごとに相殺する。 
手順③は、上記手順①と手順②の実施後、将来のある解消見込年度に相殺できなかった将
来減算一時差異がある場合は、解消見込年度をもとに 1 年前および翌年から繰戻・繰越期間
内に将来加算一時差異の解消見込額と相殺する。当該相殺された将来減算一時差異に係る繰
延税金資産は回収できることになる。 
手順④は、上記手順①から手順③の実施後において将来減算一時差異が残る場合は、将来
年度の課税所得を年度ごとに見積り、将来減算一時差異の残高と将来年度の課税所得見積額
とを相殺する。この場合、将来減算一時差異の解消見込額と課税所得の発生年度が一致して
いる必要はなく、将来減算一時差異の解消見込年度をもとにその 1 年前およびその翌年から
繰戻・繰越期間以内に課税所得の発生があればその金額と相殺できる。 
手順⑤は、当期末に税務上の繰越欠損金がある場合は、その発生年度の翌年から繰越期間
以内にわたって将来加算一時差異の解消が見込める金額および課税所得の発生見込額を限度
として繰延税金資産を計上する。回収可能性がないと判断された繰延税金資産は、評価性引
当額として繰延税金資産から控除される。適用に当たり、将来減算一時差異および税務上の
繰越欠損金に係る繰延税金資産の回収可能性は、将来加算一時差異が少ないことにより、将
来の課税所得の発生に依存している。したがって、課税所得の発生の可能性を毎決算期に見
積り、評価することが必要である。見積りと評価に当たっては、(ア)過去の会計上の利益水
準を大きく上回る将来減算一時差異または税務上の繰越欠損金が期末に存在する場合、(イ)
過去において税務上の繰越欠損金の繰越期限切れになったことがある場合、(ウ)将来減算一
時差異または税務上の繰越欠損金に充当するに足りる課税所得が繰戻・繰越期間または繰越
期間に期待できない場合、(エ)含み益を持った資産の売却により課税所得を算出することが
できない場合には、より慎重な対応が要求される（個別財務諸表における税効果会計に関す
る Q&A Q1）。 
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Ⅵ スケジューリング不能な一時差異 
 
スケジューリングが可能な将来減算・加算一時差異とは、期末時点で将来に一定の事実の
発生が見込まれ、または将来の意思決定または実施計画等が存在し、税務上の損金・益金算
入時期が明確なものをいう。スケジューリング不能な一時差異について、繰延税金資産は回
収可能性をどう判断するべきかという問題がある。また、会社の区分においては、①期末に
おける将来減算一時差異を十分に上回る課税所得を毎期（当期およびおおむね過去 3 年間）
計上している会社等以外は、回収可能性がないと判断されるため、スケジューリング不能な
一時差異の分類は重要な意味を持つことになる。 
一時差異には、①将来の一定の事実が発生することによって、税務上損金または益金算入
の要件を充足することが見込まれる一時差異、②会社による将来の一定の行為の実施につい
ての意思決定または実施計画等の存在により、税務上損金または益金算入の要件を充足する
ことが見込まれる一時差異がある。上記①の一時差異には、減価償却超過額、未払事業税否
認額等が該当する。また上記②の一時差異には、棚卸資産の評価損否認額等が該当する。 
当該①②に該当する一時差異について、期末に将来の一定の事実の発生が見込めないこと
または会社による将来の一定の行為の実施について意思決定または実施計画等が存在しない
ことにより、税務上損金または益金算入の要件を充足することが見込めない場合は、当該一
時差異は、税務上の損金または益金算入時期が明確でないため、スケジューリングが不能な
一時差異となる。また、スケジューリング不能な一時差異には、(ア)将来の一定の事実の発
生が見込めないことに該当する、貸倒引当金繰入超過額、役員退職慰労引当金否認額や、(イ)
将来の一定行為の実施における意思決定または実施計画等が存在しないことに該当する、子
会社株式評価損、土地の減損損失否認額がある。 
判断指針においては、上記(ア)期末における将来減算一時差異を十分に上回る課税所得を
毎期（当期およびおおむね過去 3 年間）計上している会社等に該当する会社であっても、子
会社株式の評価損については、スケジューリングが不能な将来減算一時差異に該当する。こ
れは、子会社株式は長期所有を目的にしており、通常は売却が目的でないため、将来の売却
時期を明確にすることができないためである。したがって、子会社株式の売却の意思決定が
明確になり、または税務上子会社株式の評価損が損金に算入されることになる場合を除き、
繰延税金資産は認識されない 8)。 
当該スケジューリングが不能な一時差異は、将来減算一時差異については、原則として、
税務上の損金算入時期が明確となった時点で、その回収可能性の判断に基づき繰延税金資産
を計上できることになる。ただし、貸倒引当金のように、期末において損金算入時期が明確
でない将来減算一時差異の場合、将来発生が見込まれる損失を合理的に見積もったものであ
るが、その損失の発生時期を個別に特定し、スケジューリングすることが実務上困難な場合
には、過去の損金算入実績に将来の合理的な予測を加味した方法等により、合理的にスケジ
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ューリングが行われている限り、スケジューリングが不能な一時差異とは扱われない。これ
は、特例として損金算入時期が明確でなくても繰延税金資産として計上できることを意味し
ている。 
 また、スケジューリングが不能な将来加算一時差異については、将来減算一時差異の解消
見込年度との対応ができないため、当該将来加算一時差異を将来減算一時差異と相殺できな
い。ただし、固定資産圧縮積立金等の将来加算一時差異は、会社が必要に応じて当該積立金
等を取り崩す旨の意思決定を行えば、将来減算一時差異と相殺することが可能になる（監査
委員会報告 66 号 繰延税金資産の回収可能性の判断に関する監査上の取扱い 4.）。 
 
Ⅶ スケジューリング事例 
 
(1) 一時差異のスケジューリング事例 
将来減算一時差異の解消年度および繰戻・繰越期間に将来加算一時差異の解消がある場合
を下記例証 1 により、回収可能性の判断要件の具体的適用手続きを考察する。 
 例証 1 
 当期の会計期間を×1 年 1 月 1 日から×1 年 12 月 31 日とする A 社に発生した将来減算一
時差異合計額と将来加算一時差異合計額は、下記図表 1 に示す通りである。×1 年 12 月 31
日に計上すべき繰延税金資産額を見積もるために、×1 年 12 月 31 日に存在する一時差異が
解消される将来の年度および解消金額を上記、Ⅴ章の具体的適用手続きに従って見積もりを
行う。図表 1 は、×2 年 3 月 31 日における一時差異の将来の年度における解消見込額を解消
年度別に示したものである。  
 
 図表 1 スケジューリング表                    （単位：千円） 
手順 
番号 
内  容 ×1 年末 
解消見込額 
×2 年末 ×3 年末 ・・・ ×12 年末 
① 将来減算一時差異合計  1,300   350   700 ・・・   250 
② 将来加算一時差異合計  1,200   550   340  ・・・   310 
 差 額 （100）   200  (360)  ・・・   60 
 
図表 1 のスケジューリング表によると、×1 年度末における将来減算一時差異合計 1,300
千円と将来加算一時差異合計 1,200 千円は、それぞれ×12 年末には全て解消される見込みで
ある。×2 年末に解消見込みの将来減算一時差異 350 千円は、×2 年末に解消見込みの将来
加算一時差異 550 千円と相殺される。したがって、×2 年末に解消見込みの将来減算一時差
異 350 千円に対する繰延税金資産は回収可能となる。×3 年末に解消見込みの将来減算一時
差異 700 千円は、×3 年末に解消見込みの将来加算一時差異 340 千円と相殺される。しかし、
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340 千円に対しては、繰延税金資産は回収可能となるが、相殺できない 360 千円（700 千円－
340 千円）の将来減算一時差異に関しては、税効果会計の適用上、解消年度に発生した税務
上の欠損金と同様に取り扱われる。当該 360 千円においては、税務上の欠損金と同様に、法
人税法上の欠損金の繰戻規定を適用し、税務上の欠損金の繰戻期間である×2 年に解消する
見込みの将来加算一時差異 550 千円のうち、同年に解消する見込みの将来減算一時差異 350
千円と相殺されない残額 200 千円（550 千円－350 千円）と相殺される。したがって、当該
360 千円のうち 200 千円に対しては、繰延税金資産は回収されることになる。さらに、×3
年に相殺できなかった将来減算一時差異の未解消額 160 千円（360 千円－200 千円）は、×3
年を基準として税務上の欠損金の繰越可能限度額 9 年間（×4 年から×12 年）に解消される
見込みの将来加算一時差異 310 千円のうち、同期間に解消見込みの将来減算一時差異 250 千
円と相殺した後の残高 60 千円と相殺される。ここに、100 千円（160 千円－60 千円）の将来
減算一時差異が解消年度および繰戻・繰越期間に将来加算一時差異の解消見込額と相殺で
きないことになる。したがって、当該 100 千円は原則、繰延税金資産を計上できないことに
なる。 
 
(2) 繰越欠損金のある場合のスケジューリング事例  
繰越欠損金は将来減算一時差異に準じたものとされ、繰延税金資産の計上の対象になる。
期末に税務上の繰越欠損金がある場合は、当該繰越期間内において、将来加算一時差異の解
消見込額および課税所得の範囲内で、それに係る繰延税金資産を計上することになる。した
がって、課税所得の見積額による回収可能性の判断が重要となる。 
繰越欠損金は、税制改正により控除限度額が、大法人に対して、平成 25 年 3 月期以降から
繰越控除前の所得金額の 80%に制限され、繰越控除限度額の縮小により大法人にとって不利
な改正が行われた。また、平成 21 年 3 月期以降に生じた繰越欠損金の繰越期間が 7 年から 9
年に延長された。しかし、課税期間の見積り期間は 9 年とはならず、将来年度の課税所得の
見積可能期間は 5 年である。 
以下、回収可能性の判断要件、⑴ 収益力に基づく課税所得の十分性、⑵ 税務上の繰越欠
損金に係る税効果の認識（税務上の繰越欠損金の繰越期間に、課税所得が発生する可能性が
高いと見込まれる場合）を例証 2 により、回収可能性の判断要件の具体的適用手続きを考察
する。 
 例証 2 
 B 社（会計期間 4 月 1 日から 3 月 31 日）における当期末の繰越欠損金残高は、すべて 2
年前に生じた繰越欠損金 2,000 千円である。繰越欠損金の繰越期間は 9 年、控除限度額は繰
越控除前の課税所得の 80%、B 社の会社区分は上記Ⅱ章④のただし書きの会社に該当（課税
所得の見積期間 5 年間）であり、今後 5 年間の課税所得は、下記図表 2 に示すとおりである。
以下、当期に計上すべき繰延税金資産額の回収可能性を検討する。  
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 図表 2 スケジューリング表                    （単位：千円） 
 
当期末 
解消年度・解消見込額 
1 年後 2 年後 3 年後 4 年後 5 年後 6 年後 7 年後 
課税所得の金額    300  380  350  320  430  300 350 
控除限度額 
(課税所得の 80%） 
 240 304 280 256 344 240 280 
繰越欠損金残高 2,000 1,760 1,456 1,176  920  576  336 56 
 
上記、図表 2 において、繰越欠損金 2,000 千円は 2 年前に発生したものであり、繰越欠損
金の繰越期間は 9 年間であるため、当期前 1 年間と当期以後 8 年間が繰越期間となり、翌期
以降 7 年後が繰越欠損金の期限となる。しかし、繰延税金資産の回収可能性の判断要件にお
ける将来の見積可能期間は 5 年間に発生する課税所得に限定している。対象となる期間は、
翌期以後 5 年間となり上記図表 2 の 5 年後までが見積可能期間となる。したがって、控除可
能限度額は、各年度の課税所得の 80%（240 千円＋304 千円＋280 千円＋256 千円＋344 千円
＝1,424 千円）となり、繰延税金資産の回収可能性があると見なされて、当期末繰越欠損金
2,000 千円のうち 5 年間に課税所得から控除できる金額は 1,424 千円となる。残額 576 千円
（2,000 千円－1,424 千円）については、期限は切れていないが、回収可能性の判断において
は回収不能と見なされる。 
過去の業績等に基づく会社の区分には、期末に重要な税務上の繰越欠損金を有する場合は、
上記Ⅱ章において、④と⑤の会社の区分に該当する。④重要な税務上の繰越欠損金が存在す
る会社に該当する場合には、回収可能性の判断は、原則として、翌期に課税所得の発生が確
実に見込まれる場合であり、その範囲内で翌期の一時差異等のスケジューリングの結果に基
づき計上した繰延税金資産は回収可能であると認められる。また、④におけるただし書きの
会社においては、将来の合理的な見積可能期間（おおむね 5 年間）内の課税所得の見積額を
限度として、当該期間内の一時差異等の解消のスケジューリングの結果に基づく繰延税金資
産を計上している場合は、当該繰延税金資産は回収可能であると判断される。したがって、
期末に重要な繰越欠損金が存在する場合は、翌期 1 年間、または将来の合理的な見積可能期
間（おおむね 5 年間）の課税所得を見積り、スケジューリングを行い繰延税金資産の回収可
能性を判断することになる。また、会社の区分⑤過去連続して重要な税務上の欠損金を計上
している会社にあっては、原則として、繰延税金資産の回収可能性はないものと判断される。
当該例証 2 は、④重要な税務上の繰越欠損金が存在する会社に該当する場合について考察を
行った 9)。 
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Ⅷ おわりに 
 
 貸借対照表に計上された繰延税金資産は、決算において毎期見直しがされる。将来減算一
時差異および繰越欠損金に係る繰延税金資産の全部または一部が繰延税金資産の回収可能性
の判断要件を満たさなくなった場合には、貸借対照表に計上された繰延税金資産のうち過大
となった金額を取り崩すことになる。また、過年度において、回収可能性の判断要件を満た
さなかった繰延税金資産の回収見込額を見直した結果、回収可能性の判断要件を満たした場
合には、回収されると見込まれる金額まで繰延税金資産を計上することになる。 
退職給付引当金や建物の減価償却超過額に係る将来減算一時差異は、長期に渡って解消さ
れるため金額が多額になる。したがって、繰延税金資産の解消可能性を見直した修正差額は、
損益計算書上の法人税等調整額に影響を与える。当該年度が赤字決算のため直ちに多額の繰
延税金資産をゼロ評価し、翌期が黒字決算のために直ちに多額の繰延税金資産を全額再計上
することは、各々の会計期間の損益に多大な影響を与えることになる。当該損益の変動は、
投資家の判断を誤らせる可能性があるため、会社の財政状態および経営成績に対応して、基
準が定められたと考えられる 10）。 
 また、日本の経済環境が悪化し、先行きが不透明な状況に陥った場合、繰延税金資産が回
収されないと判断された場合、当該繰延税金資産は全額取崩す必要があり、当該取崩しの影
響により巨額の損失を企業は計上することになる。繰延税金資産の回収可能性の判断は、将
来年度の収益力に基づく課税所得の十分性、タックスプランニングの存在や将来加算一時差
異の十分性等の将来の予測や見積りにより判断される。したがって、経済情勢が安定してい
ない場合で、企業の業績が不安定となっている状況では、繰延税金資産の回収可能性を客観
的に判断することは非常に困難なことであるといえる 11）。 
また、回収可能性の判断は、経営者の判断に委ねられており、経営者の主観的要素が介入
する傾向が強く、経営者の裁量によって財務諸表が作成されている。不況の中で税効果会計
が導入されたことにより、積極的な損失処理を背景に、繰延税金資産の計上が多額となる傾
向がある 12)。繰延税金資産が資産に計上できるのは、将来の法人税額を軽減できる効果を持
つからである。税金軽減効果が生じない場合は、回収可能性は認められず、繰延税金資産は
架空資産として貸借対照表に計上されたことになる。貸借対照表に計上された繰延税金資産
により、増加した利益は、分配可能利益 13)として配当により社外流出されることになり、将
来この流出した資金が回収できないと経営者の責任問題になり、企業自体も大きな影響を受
けることになる 14)。 
欠損金の繰越控除制度の改正は、回収可能性の判断において、繰越期間の延長により対象
額が増加するように考えられるが、実際は 80%制限と見積可能期間（5 年間）の制約がある
ことで、回収可能と判断される繰越欠損金は税法改正により結果的には減少することが考え
られる。したがって、当該改正内容に応じて、適切な資料に基づきスケジューリングを行い、
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回収可能性の判断を行う必要がある 15)。 
繰延税金資産の回収可能性の判断には、会社経営者の恣意性、裁量性の判断が介入する可
能性がある。したがって、財務諸表に開示される情報の充実を図る必要性がある。今後、わ
が国が IFRS を適用するに当たって、日本基準により制限されていた、回収可能性の判断基
準、会社の区分またはスケジューリングに関する規定の制限が緩和された場合、いままで繰
延税金資産の回収可能性が認められず計上できなかった企業は、IFRS の適用によって多額の
繰延税金資産の計上が行われると考えられる。 
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1)  井上行忠「税効果会計における割引現在価値計算に関する提案」『産業経理』Vol.70 No.4 平成
24 年 1 月 p.1 
2)  中野百々造「申告調整と税効果会計」『税務弘報』第 58 巻第 12 号 2010 年 10 月 p.589 
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一般的に当期における課税所得が将来減算一時差異の額に比べて相当に多額であり、将来の課税
所得の発生に重大な不確実性が存在しない限り、十分な課税所得が期待できると考えられる。こ
れは、将来減算一時差異はその解消年度および繰戻・繰越期間において税金の減額効果を合理的
に期待できるからである。しかし、会社が数年間にわたり、税務上の欠損金を計上している場合
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2012 年 12 月 pp.225-227 
10) 前掲書 中央監査法人著 pp.131-132 
11) 内田英仁「税効果会計に関する実務対応」『JICPA ジャーナル』第 15 巻第 3 号 2003 年 3 月 p.22 
12) 田澤宗裕、山形武裕、國村道雄「繰延税金資産の回収可能性判断と報告利益平準化行動」『会計』
第 168 巻第 4 号 2005 年 10 月 p.555 
13) 会社法 461 条 
繰延税金資産・負債を計上した貸借対照表（純資産額）を基礎として配当可能限度額を算定する。 
14) 一ノ宮士郎「税効果会計と利益操作－倒産企業における実証分析－」『経済経営研究』Vol.25 No.6 
2005 年 3 月 p.7 
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